
移転価格税制検討委員会

委員会の役割

移転価格税制に関し体制整備（OECD基準の採用や日伯租税条約適用

等）を継続的に在伯日本大使館や日伯議員連盟などを通じ日伯両政府に

働きかける。

 

2007年の活動内容

方針

会員企業の多くにとって課題となっているブラジル移転価格税制に関し、 

商工会議所としての対応の検討と、関係諸機関への働きかけを行い、 

ブラジルにおいて継続的に事業を展開するための環境整備を求めていく。

活動内容 

1. 移転価格税制検討委員会の開催 

・委員会方針検討及び決定 

・移転価格税制に関する情報交換 

2. 移転価格税制検討委員会ワーキンググループ活動の継続 

・委員会活動に向けた企画立案、情報交換。 

・当局への働きかけのため、関係諸期間（GIE,FIESP,ANFAVEAなど） 

との連携継続。 

・関係諸機関に対する働きかけのための資料作りと、依頼先の検討。 

3. 会議所内啓蒙活動の継続 

 

2006年の回顧

• ＧＩＥを通じたアプローチ

３月２８日　　ＧＩＥ会議参加

日本商工会議所としての移転価格税制課題認識紹介・協調行動要請 

８月　８日　　ＧＩＥ会議参加 

ＧＩＥ名での要望書作成（日本商工会議所案ベース）と関係省庁宛提出の方針決定 

１０月２５日　　日本商工会議所作成原稿のGIE宛送付。 

財務省（マンテガ蔵相）への提出を委託 

• 下院外交防衛委員会を通じたアプローチ 

５月３１日　下院外交防衛委員会日伯経済セミナーでの講演（移転価格税制改善要望） 

• 関係閣僚へのアプローチ 

２月２０日　 会議所昼食会で日本商工会議所としての移転価格税制課題認識紹介を準備、試みるも

不成立 

• ＦＩＥＳＰを通じたアプローチ 

ＧＰＡＩＩ（ＦＩＥＳＰワーキングチーム）会議参加　　３回 

• 官民合同会議を通じたアプローチ 

１月２５日、１１月２８日　日本商工会議所アプローチ 

経緯・実績を報告 

• ブラジル移転価格税制基礎資料作成

『ブラジル移転価格税制の特徴と改善要望』

（ポルトガル語版・日本語版）完成 

岩村哲夫委員長から一言

会員企業のビジネス環境向上のた

め積極的に行動します。皆様、是

非よろしくご協力お願いします。
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